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１．はじめに 

地球温暖化への対応が喫緊の課題となっており、

排出量取引制度の進展や、昨秋からはじまった温暖

化対策のための石油石炭税の特例の適用などを背景

に、今後は輸送手段毎の排出量の違いが、輸送機関

選択に大きく影響を及ぼすことも想定される。 

そこで、国内輸送について、機関選択モデルを構

築するとともに、輸送手段ごとのCO2排出量の違いが、

今後の温室効果ガス抑制施策や炭素税等の課税価格

によって、ユニットロード輸送の機関選択にどのよ

うに影響を及ぼすことになるかを分析した。 

２．ユニットロード輸送の機関選択モデル構築  

 フェリー、RORO船(旅客を乗せないフェリータイプ

の船)、コンテナ船で運ばれている国内海上ユニット

ロード輸送について、貨物の真の出発地・到着地を

とらえる純流動ベースのOD表（区分は47都道府県間、

ただし北海道4区分のため50区分）を作成するととも

に、鉄道や自動車輸送貨物についても、海上ユニッ

トロード輸送されている主要な品目について純流動

ベースのOD表を作成した。  

そして、そのOD表から、輸送距離が300kmを超える

長距離と、100-300kmの中距離について、貨物量の多

い主要ODを抽出し、それらの各ODの主たる輸送機関

である幹線輸送について、図-1に示すような海運（フ 

ェリー、RORO船、コンテナ船）、自動車、鉄道の輸

送機関選択の状況を最もよく説明できるように、輸 

 

 

 

 

 

 

図-1 輸送機関別の輸送経路(イメージ) 

送費用、輸送時間、積み替えの有無などを説明変数

として、集計ロジット型のモデルでパラメーター推

計を行い、輸送機関分担モデルを構築した。 

３．環境対策による輸送機関分担変化の分析 

構築した輸送機関分担モデルをもとに、炭素価格

への課税額の違いや、今後の各輸送機関のCO2排出量

原単位の変化等によって、輸送機関分担率がどのよ

うに変化するか等を分析した。 

分析例として、輸送距離500km、炭素税3万円/t-C

の場合に、フェリーの排出量原単位を現状どおりと

したケースA、技術革新などによりフェリーの排出量

原単位が2割削減されRORO船並となるケースB、ケー

スBと排出量原単位は同じでフェリーの速度を2割減

としたケースCのそれぞれのケースについて輸送機

関別の分担率を比較した結果を図-2に示す。ケースB

では、自動車等のシェアが減りフェリーのシェアが

増加するが、ケースCではフェリーのシェアがケース

Aと比べても大きく減少する結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 CO2排出原単位・速度の分担率への影響 

４．おわりに 

 今後は、運航速度によるCO2排出量の違いの考慮や、

機関選択モデルの高度化等に取り組んでいきたい。 

【参考】 

1)国総研資料 No.708  
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0708.htm 
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成果の活用事例 
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１．はじめに 

平成24年11月に「安全で快適な自転車利用環境創

出ガイドライン1)」（以下、「ガイドライン」とい

う。）が、国土交通省道路局及び警察庁交通局より

道路管理者（直轄、自治体）、都道府県警察に発出

された。ガイドラインでは、道路交通法に従い『自

転車は「車両」であり車道を通行することが大原則

である』としている。このため、ガイドラインには、

自転車が車道を安全かつ快適に通行するための道路

空間の整備に関する事項が記載されている。 

国総研は、海外における自転車通行空間の整備形

態の選定に関する基準を比較整理2)するとともに、

国土交通省と警察庁が指定した自転車通行環境整備

モデル地区における課題の整理や敷地内実験3)等に

より、対応策を検討しつつ、国土交通省道路局及び

警察庁交通局とともにガイドライン作成に関わった。 

２．ガイドラインのポイント 

ガイドラインは、「計画」、「設計」、「利用ル

ールの徹底」、「総合的な取組」の４つの観点から

構成されており、以下に「計画」、「設計」で記載

されているポイントを示す。 

「計画」では、自転車ネットワーク計画を地域で

策定するための手順や検討方法を示すとともに、自

転車ネットワーク計画に位置づけられた路線の整備

形態選定に関する考え方や目安を示している（図－

１参照）。 

「設計」では、単路部や交差点部における自転車

通行空間の設計の考え方を示している。特に、交差

点部においては、左折する自動車と自転車を混在さ

せる方法や分離する方法等の考え方を示している

（図－２参照）。 

 

 

 

 

 

 

図－１ 交通状況を踏まえた整備形態選定の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 交差点における自転車通行空間の設計例 

 

３．今後の予定 

本ガイドラインは、今後得られる技術的な知見や

法令基準の改正等を踏まえ、順次改定される予定で

あり、国総研としても各地の事例等をもとに、今後

も技術的な検討を進めていく予定である。 
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